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研究成果の概要（和文）： 

グローバル都市地域の議論を参照しながら、中国の大都市圏の空間構造とその変容過程を、

特に人口流動パターンに注目して解明することを本研究の目的とした。グローバル化の影響を

受けながら、中国の産業構造が転換し、それに対応して特定の人口流動が起こり、都市の空間

構造が再編されてきた。その結果、グローバル都市地域、あるいはそれに近似した都市空間が

中国の大都市圏においても形成されつつあることが、事例研究を通じて確認できた。 

 

研究成果の概要（英文）： 

  This research aims at focusing on migration pattern and investigating the megalopolitan 

space structure and its transformation process in China, while referring to a discussion on 

global city-region. Under the influence of globalization, the industrial structure has 

changed over, which has caused a certain migration and reorganized urban space structure. 

Some case studies prove that global city-region, or similar urban space, has been formed 

even in the megalopolises of China.  
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１．研究開始当初の背景 

(1) 国際分業に組み込まれる中国の都市 

 本研究者はかつて博士論文において珠江

デルタ地域の都市形成を香港との関係で説

明し、広域的な都市形成を推進した重要なア

クターの一つとして多国籍企業を分析した。

また、上海における産業集積を取り上げた研

究においても、多国籍企業の主導で研究開発

などの高度な機能に上海の特定の地区が特

化している状況を説明した。多国籍企業が媒

介する国際分業との関連で中国の都市的空

間の形成を理解する視座は有効である。 

 

(2) 中国社会の文脈による人口流動と都市 

 しかしながら、そうした経済的な側面の分

析を行ないながらも、その一方で、戸籍制度

によって出稼ぎ労働者がコントロールされ、

それが都市形成に影響を及ぼしていること

は疑いなかった。また、華僑・華人の出身地

における都市化については、やはりエスニシ

ティへの理解が無ければ十分な説明はでき

なかった。内陸部における農村空間の研究で

はそれぞれの地域の生態環境や食糧供給と

の関係で人口流動が論じられ、その裏腹のと

ころで都市のあり方が問われた。このように

中国社会に固有の文脈で人口流動と都市の

あり方を考察する視座も必要であることを

痛感している。 

 

(3) 本研究の着想 

 本研究では、中国の大都市をめぐって生起

する人口流動の現象を観察・分析・考察する

中で、経済的なグローバリゼーションの視座

と中国社会の文脈による視座との接合を図

りたい。逆に言えば、両方の視座を接合して

はじめて人口流動という現象がそして大都

市の空間構造がよく理解できるのではない

かと考えている。二つの視座の結合と関連し

て、国内の人口流動と越境する人口流動とを

統合的に解釈することも、本研究の特徴とし

たい。 

 

２．研究の目的 

中国の大都市圏の空間構造とその変容過

程を、特に人口流動パターンに注目して解明

する。そうすることによって、グローバルな

社会経済的な情勢に敏感に反応して、自らの

内部構造を再編し、対外的にはオープンな関

係を構築するような、グローバル都市地域と

呼ぶにふさわしい新しいタイプの空間が、中

国に現出していることを示すことができる

のではないだろうか。本研究の成果は、グロ

ーバル都市地域に関する国際的な議論に対

して、東アジアから一定の貢献をすることに

なるだろう。 

 

３．研究の方法 

(1) 大都市圏の空間的な実態を明らかにす

る 

土地利用計画、都市計画、その他の政府資

料から、大都市圏の現状と当局の展望を把握

する。また、地誌、統計、地図、新聞記事な

どの資料から、都市の様態や機能に関する近

年の変化を、大都市圏内をさらに地域区分し

て把握する。大学や機関の研究者との意見交

換を行う。さらに、いくつかの典型的な都市

再開発や郊外住宅開発などのプロジェクト

に焦点を当て、それらの過程や内容と地域に

及ぼす影響を把握する。 

 

(2) 大都市圏の人口流動システムを明らか

にする 



 

 

地誌や統計などの資料から、特に人口や労

働力に関するデータを分析し、大都市圏をめ

ぐる人口流動の傾向を把握する。人口流動に

大きく影響する開発プロジェクトが行われ

ている地区や、都市化が著しく進行する農村

など典型的な特定の地区を選び出し、人口流

動の具体的な動態を解明する。 

 

(3) 大都市圏の空間構造を人口流動システ

ムから統合的に考察する 

まず、大都市圏の空間の実態を人口流動シ

ステムから解釈する。次に、いくつかの大都

市圏の事例研究を比較し、中国の大都市圏の

状況を総括する。最後に、中国の大都市圏を

日本を含めたアジアの人口流動システムあ

るいは都市間ネットワークの中に位置付け

て解釈する。 

 

４．研究成果 

(1) 中国における都市地理学研究 

  中国の都市地理学の特徴として，Ⅰ章で

言及したように，歴史的に都市計画との関係

が深いことがまず指摘できよう。都市計画に

関与する過程で，都市地理学の理論や知識を

都市計画に生かし，都市計画を社会経済の深

層までを考察する総合的な計画にするとの

主張がなされ，さらに都市計画策定の実践を

生かして都市空間の法則を追求することが

目指された。 

 1980年代には，都市を点ととらえた都市シ

ステムの研究の成果は豊富であったが，都市

を面ととらえる都市内部の空間構造研究の

成果は少なかった。それには，系統的なデー

タの不足や，社会体制の違いから欧米の理論

やモデルを中国へダイレクトに適用できな

かったという事情があったからである。しか

し 1990 年代に入ると，データの問題が徐々

に解決し，大規模な都市開発が行われるよう

になり，体制は市場経済へと軌道を修正し，

とくに都市の土地有償使用制度が確立した

ことによって都市の内部構造が明らかに変

化して，都市内部空間構造の研究が促進され

ることになった。大都市に関しては，産業構

造や社会階層の変化，CBDの土地利用・機能・

構造，郊外化や「城中村」（都市景観に囲ま

れた農民の集団所有地とコミュニティー）を

含む辺縁部の変化，情報化の都市への影響，

都市のイメージなどの研究課題がよく取り

上げられている。さらに，経済のグローバル

化にともなう都市空間の変容や環境問題を

取り込んだエコシティに関する研究も行わ

れている。 

 最近の中国の都市は経済と社会の全面的

な転換期にあり，人文主義およびポストモダ

ニズムの思潮の影響下で，都市地理学の研究

対象は，次第に実体的な空間から社会・文化

的な空間へ，例えば，土地利用の空間配置か

ら人間の行動の空間表現へと転換し，研究の

目的は，生産を重視した経済目標から生活の

質を重視した社会目標へ移りつつある。都市

地理学がますます社会問題に注目するよう

になったと同時に，都市問題に注目する社会

地理学がいよいよ伸長してきたともいえる

だろう。 

 

(2) 人口の動態 

 都市と農村の二元的な構造を基にして、中

国の農村にある大量の余剰労働力が出稼ぎ

労働者となって、豊富で低廉な労働力として

都市へ供給された。この仕組みが中国の高度

成長を支えてきたということもできる。出稼

ぎ労働者は、製造業、建設業、サービス業な

どのしばしば３Ｋ（きつい、汚い、危険）と

呼ばれる職場で単純労働に従事している。外

資系企業からすれば、そうした労働力が内陸

の農村部から無尽蔵に供給される中国は、生



 

 

産コストを抑えることのできる魅力的な生

産拠点であった。 

 ところが、2004年に広東省珠江デルタ地域

などで労働力の供給不足が初めて現れた。い

わゆる「民工荒」現象である。それまでは工

員募集の張り紙を出せば翌朝には工場の門

前に就職希望の出稼ぎ労働者が群集してい

たけれども、最近はそのような状況が一変し

たというのである。従業員の賃金水準は上昇

し始め、労働条件の改善を求めるストライキ

が多く報じられるようになった。こうした状

況を受けて、無尽蔵のように思われていた農

村の余剰労働力がいよいよ枯渇し始めたの

ではないかという見方がある。 

 この見解に対する異論も出されている。中

国の農村部には依然として非効率的な農業

があり、そこにはまだ大量の余剰労働力があ

るという。また、出稼ぎ労働者の雇用環境に

制度的な差別に基づいた諸問題があるとの

指摘もある。例えば、給与が安すぎる上に支

払いの遅延が多いこと、安全性を欠く就業環

境下で長時間就業を強いられること、社会保

障が不足し職業病や労災事故が多発してい

ること、職業訓練、子女の就労、居住などの

生活環境にも多くの困難が存在し経済、政治、

文化にかかわる権益が十分補償されずにい

ること、などである。こうした諸問題のため

に労働力の供給が減少したのであり、中国経

済が全体として農村の余剰労働力が枯渇す

る転換点を迎えたとは言えない、という。 

 他方、人口の視点からは、生産の現場での

労働力が枯渇する予兆もある。先述の通り、

1970年代以降の人口抑制政策、特に一人っ子

政策により出生率は低下し、新規に供給され

る若年労働力数は減少を始めている。一人っ

子が多くなったことと関連して、大学進学率

が急上昇していることも、若年労働力供給量

のいっそうの減少につながっている。その一

方で新規大卒者は、本来出稼ぎ労働者が従事

するような単純労働には就こうとしないた

め、その労働市場に対して供給過剰の傾向に

ある。分割された労働市場それぞれの状況に

即して考える必要があるだろう。第三次産業

の急成長にともない、第二次産業との間で労

働者の奪い合いが激しくなっていることも、

また一つの要因として考えられる。 

 西部大開発政策による人口の西方への移

動はなかなかデータとして表れないものの、

中・西部の近年の経済発展が、沿海部の労働

力供給量の減少に関係している可能性は十

分にある。省内の大都市や地方都市で雇用が

増えているようであれば、省境を跨いで沿海

部まで遠距離の出稼ぎをしなくてもよいこ

とになる。賃金水準の内陸部と沿海部の格差

の大小が出稼ぎ行動のコストと比較考量さ

れるだろう。 

 

(3) 産業構造の転換 

 中国全体における第二次産業の比重は、市

場経済期を通じてほぼ 40%台後半の高い水準

で推移している。工業の内訳に目を向けると、

重工業と軽工業それぞれの生産額は、1978年

以降おおよそ拮抗していたものの、2000 年か

ら重工業の比率が大きく上昇している。また、

工業付加価値額でみると、資本・技術集約型

重工業の比重が 1978 年の 57%から 2007 年の

70%へ上昇している。とりわけ鉄鋼・自動車・

電子情報機器などの製造業での成長が著し

く、中国工業が高付加価値の分野へ次第にシ

フトしていることがわかる。 

 中国を東部、中部、東北、西部の 4 つの大

きな地域に分けて、最近 10 年間（1999 年お

よび 2000 年）の産業構造の変化を生産額の

データから見ると、東部地域が中国全体の第

二次産業生産額の半分以上を占めており、工

業生産活動の東部沿海地域への圧倒的な集



 

 

中の状況をよく示している。しかしながら、

この 10 年間に第二次産業の比重を高めてい

るのは実は東部地域ではなく、中部地域や西

部地域であることにも気が付く。かつての重

工業のメッカであった東北地域は近年その

比重を減らしている。替わりに東部地域は第

三次産業の比重を高めている。 

 一般に、工業化率の変動と経済発展段階は

逆 U字型の相関を示すとされる。先の表２に

おいて上海市や北京市の第二次産業の比率

がはっきりと下降傾向を示していたのは、省

や自治区とは違って直轄市が経済的に遅れ

た農村地域を含む割合が少ないというデー

タ・ユニットのバイアスがあるものの、やは

り二つの大都市が中国の他地域に比較して

先行して経済発展を遂げており、すでに脱工

業化の段階に至っていることを示している。

しかし、大都市から工業が消え去ってしまう

わけではない。まず、工業生産が労働集約型

から資本・技術集約型へ転換して引き続き都

市に立地することが考えられる。次に、生産

機能すなわち工場は郊外へさらには都市の

外へ移転するとしても、工業企業の中の本社

機能や研究開発機能は都市空間に残ると考

えられる。大都市には経営管理に従事する人

材や技術者のような専門職の人材が豊富に

集まっているからである。 

 

(4) グローバル化と都市の変容 

 大都市における工業企業の諸機能のうち、

本社機能は都心のオフィスビルに立地する

ことが多いのに対して、研究開発機能は開発

区に立地することが多い。従来の開発区では、

外資系企業が税制面等の優遇条件に魅かれ

て工場を建設する側面が強く、結果として相

互にはあまり関係のない異業種の工場が近

くに入居していた。しかし、一方で開発区の

乱立や他方で WTO 加盟といった要因もあり、

開発区の政策上の優位性は次第に弱まって

いる。取引関係や技術・人材交流などの面で

集積していることのメリットがあるような

産業クラスター化の受け皿としての役割が、

現在の開発区には期待されている。これまで

は外資系企業から移転される技術の水準が

高くなく、これからは自律的なイノベーショ

ン能力の強化が求められているという背景

もそこにはある。 

 グローバル都市と呼ばれるニューヨー

ク・ロンドン・東京では、すでに大きくその

産業構造を転換し、世界レベルの工業センタ

ーから世界レベルの金融・ビジネスセンター

に変貌している。グローバル都市におけるサ

ービス業の付加価値は GDPの 80％以上を占め、

国外からの投資の重点もすでに工業からサ

ービス業に移っており、サービス業が全体の

60％以上を占めているという。アジアにおい

ては、どのような指標を採るかにもよるが、

東京に次いでシンガポールや香港が、世界的

な都市システムの中で比較的上位の役割を

担ってきたと言えよう。そして近年では中国

の圧倒的な経済発展を背景にして、上海や北

京といった中国大陸の大都市が自らの産業

構造を転換しつつその都市としての地位を

急速に高めている。 

 ここで注目すべきサービス業は、都市内部

における一般消費者の生活上の需要を満た

すようなものではなく、その都市の後背地域

や国家さらには周辺の諸国家を包含する空

間スケールの経済活動をサポートするよう

な高次のサービス業である。例えば、金融・

保険・貿易・物流・設計・法律・会計・調査・

コンサルタントなどの分野がそれに相当す

る。上海や北京といった大都市においても、

多国籍企業が顕著に集積するにつれて、その

ような高次サービスに対する需要がますま

す高まっている。 



 

 

 

(5) 本研究の位置付けと展望 

一連の研究の中で、中国の産業構造の転

換・高度化を検討し、それとの関連で人口流

動の情況と都市構造の考察を行った。その中

で、グローバル都市地域、あるいはそれに近

似した都市空間が中国の大都市においても

形成されつつあることは、いくつかの事例研

究の中でも確認することができた。先進国の

グローバル・シティを念頭に置いた概念と、

中国のような新興国の大規模都市を観察し

た上での概念との間に、どのような類似点と

相違点があるのか、そして相互にどのような

関係性があるのか、といった議論はこれから

深められていくところではあるが、本研究に

よってそうした議論の意義を明示できたの

ではないだろうか。 
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